
高知県専修学校運営費等補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、高知県補助金等交付規則（昭和43年高知県規則第７号。以下「規則」とい

う。）第24条の規定に基づき、高知県専修学校運営費等補助金（以下「補助金」という。）の

交付に関し必要な事項を定めるものとする。

（補助目的）

第２条 県は、専修学校（学校教育法（昭和22年法律第26号）第124条に規定する専修学校をい

う。以下同じ。）及び各種学校（同法第134条第１項に規定する各種学校をいう。以下同

じ。）の生徒に係る修学上の経済的負担の軽減、職業実践教育の推進、教育内容の充実並びに

生徒の修学機会の確保を図り、専修学校及び各種学校の健全な発達及び経営の安定、地域経済

に貢献する職業人材の育成に資するため、専修学校及び各種学校の設置者（以下「設置者」と

いう。）に対して予算の範囲内において補助金を交付する。

（補助金の交付対象及び対象経費等）

第３条 補助金の交付対象となる設置者及び対象経費等は、別表第１に定めるとおりとする。

２ 別表第１に定める補助対象事業（以下「補助事業」という。）のうち「１高等課程の運営

費」の補助金の交付基準及び算定方法は、別表第２に定めるとおりとする。

３ 補助事業のうち「３授業料の減免」の補助金の交付基準は、別表第３に定めるとおりとす

る。

（補助金の交付の決定）

第４条 知事は、補助金の交付の申請が適当であり、補助事業者が県税の納税義務者である場合

に県税の滞納がないと認めたときは、補助金の交付を決定し、当該設置者に通知するものとす

る。ただし、当該申請をした者が次の各号に掲げるいずれかに該当すると認めるときを除く。

(１) 暴力団（高知県暴力団排除条例（平成22年高知県条例第36号。以下この条において「暴

排条例」という。） 第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等

（暴排条例第２条第３号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。） であるとき。

(２) 暴排条例第18条又は第19条の規定に違反した事実があるとき。

(３) その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談

役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社

員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者

を含み、法人以外の団体にあっては、代表者、理事その他これらと同等の責任を有する者を

いう。以下同じ。） が暴力団員等であるとき。

(４) 暴力団員等がその事業活動を支配しているとき。

(５) 暴力団員等をその業務に従事させ、又はその業務の補助者として使用しているとき。

(６) 暴力団又は暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与しているとき。

(７) いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員等に対して、金銭、物品そ

の他財産上の利益を与え、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持又は運営

に協力し、又は関与したとき。

(８) 業務に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認められ

る者であることを知りながら、これを利用したとき。

(９) その役員が、自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の利益を図り、又は第

三者に損害を加えることを目的として、暴力団又は暴力団員等を利用したとき。

(10) その役員が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。



（補助金の不交付）

第５条 知事は、設置者が次の各号のいずれかに該当する場合は、その状況に応じ、当該設置者

に対する補助金の全部又は一部を交付しないことができる。

(１) 法令の規定に基づく知事の処分又は寄附行為に違反していると認められる場合

(２) 経営状態が著しく不安定であり、かつ、学校運営に適正を欠き、補助効果が期待できな

いと認められる場合

(３) 経理その他事務処理が著しく適正を欠き、補助事業の適正な遂行を期し難いと認められ

る場合

(４) 役員間若しくは教職員間又は役員及び教職員の間において訴訟その他の紛争があり、補

助事業の適正な執行を期し難いと認められる場合

(５) 設置者が前条ただし書各号のいずれかに該当すると認められる場合

(６） 前各号に掲げるもののほか、補助金を交付することが不適当であると認められる場合

（補助の条件）

第６条 補助金の交付の目的を達成するため、設置者は、次に掲げる事項を遵守しなければなら

ない。

(１) 補助事業の内容又は補助事業経費の配分を変更しようとする場合は、別記第２号様式に

より速やかに知事の承認を受けなければならないこと。ただし、補助事業費の20パーセント

以内の軽微な変更については、この限りでない。

(２) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、速やかに知事の承認を受けなければ

ならないこと。

(３) 補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに知事に報告し、その指示を受けなけれ

ばならないこと。

(４) 補助事業に関する収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について

証拠書類を整備し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助事業の完了後５年間保管しておかな

ければならないこと。

(５) 補助事業の実施に当たっては、第４条ただし書各号に掲げるいずれかに該当すると認め

られる者を契約の相手方としないこと等暴力団又は暴力団員等の排除に係る県の取扱いに準

じて行わなければならないこと。

(６) 補助事業の執行に際しては、県が行う契約手続の取扱いに準じて行わなければならない

こと。

(７) 補助金の交付を申請するに当たって、当該補助金に関する消費税仕入控除税額等（補助

対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）

の規定により仕入れに係る消費税額として控除することができる部分の金額及び当該金額に

地方税法（昭和25年法律第 226号）に規定する地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額

に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して申請しなければならないこと。

ただし、申請時において当該消費税仕入控除税額等が明らかでないものについては、この限

りでない。

（８） 県税の滞納がないこと

（９） 前各号に掲げるもののほか、知事が必要があると認めて別に付する条件

（事業計画書の提出）

第７条 補助事業のうち「１高等課程の運営費」の補助金の交付を受けようとする設置者は、知

事が別に定める事業計画書及び添付書類を知事が別に定める期日に提出しなければならない。

（補助金の交付の内定等）

第８条 知事は、前条の規定により提出された事業計画書及び添付書類の内容を審査し、適当で



あると認めたときは、補助金の交付を内定し、その旨を当該設置者に通知するものとする。

（補助金等交付申請書）

第９条 規則第３条第１項及び第２項の補助金等交付申請書（以下「申請書」という。）及び関

係書類の様式は、別記第１号様式によるものとする。

（補助金の交付の申請の取下げ）

第10条 設置者は、規則第７条第１項の規定に基づき申請書を取り下げようとするときは、規則

第６条の規定による補助金の交付の決定の通知を受けた日から10日以内にその旨を記載した書

類を知事に提出しなければならない。

（実績報告等）

第11条 規則第11条第１項の補助事業等実績報告書（以下この条において「報告書」という。）

の様式は別記第３号様式によるものとする。

２ 報告書の提出期限は、補助事業実施年度の翌年度の４月30日までとする。

３ 設置者は、第６条第７号ただし書の規定により補助金の交付を申請した場合は、第１項の報

告書の提出に当たって、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が明らかになった場合は、こ

れを補助金額から減額して報告しなければならない。

４ 設置者は、第６条第７号ただし書の規定により補助金の交付を申請した場合は、第１項の報

告書を提出した後に、消費税の申告により当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定した

場合には、その金額を速やかに別記第４号様式により知事に報告するとともに、当該金額を知

事に返還しなければならない。

（補助金の交付の決定の取消し）

第12条 知事は、規則第８条及び第15条に規定する場合のほか、設置者が第５条各号のいずれか

に該当すると認められるときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができ

る。

（補助金の交付を受けた設置者の責務）

第13条 補助金の交付を受けた設置者は、学校教育の公共性を強く認識し、教育条件の充実向上

に努めるとともに、合理的かつ適正な運営によって、保護者の教育費負担の軽減及び教育内容

の向上に努めなければならない。

（グリーン購入）

第14条 設置者は、補助事業の実施において物品等を調達する場合は、県が定める高知県グリー

ン購入基本方針（平成13年３月26日作成）に基づき環境物品等の調達に努めるものとする。

（情報の開示）

第15条 補助事業又は設置者に関して、高知県情報公開条例（平成２年高知県条例第１号）に基

づく開示請求があった場合は、同条例第６条第１項の規定による非開示項目以外の項目は、原

則として開示するものとする。

（附 則）

１ この要綱は、平成12年４月21日から施行し、平成12年４月１日から適用する。

２ この要綱は、令和９年５月31日限り、その効力を失う。なお、この要綱に基づき交付された

補助金については、第６条第４号、第11条第４項、第12条、第13条及び第15条の規定は、同日

以降もなおその効力を有する。

（附 則）



この要綱は、平成15年６月26日から施行し、平成15年４月１日から適用する。

（附 則）

この要綱は、平成16年７月20日から施行し、平成16年４月１日から適用する。

（附 則）

この要綱は、平成18年５月12日から施行する。

（附 則）

この要綱は、平成20年８月27日から施行し、平成20年４月1日から適用する。

（附 則）

この要綱は、平成21年４月１日から施行する。

（附 則）

この要項は、平成23年４月１日から施行する。

（附 則）

この要項は、平成24年４月１日から施行する。

（附 則）

この要項は、平成25年６月18日から施行し、平成25年４月１日から適用する。

（附 則）

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。

（附 則）

この要綱は、平成27年４月１日から施行する。

（附 則）

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。

（附 則）

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。

（附 則）

この要綱は、平成 30年４月１日から施行する。

（附 則）

この要綱は、平成 31年４月１日から施行する。

（附 則）

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

（附 則）

この要綱は、令和２年 12 月７日から施行し、同年４月１日から適用する。

（附 則）

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

（附 則）

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。



別表第１（第３条、第７条関係）

補助対象事業 補助金の交付先 補助対象経費 補助率

１ 高等課程

の運営費

高等課程を設置する専修学

校の設置者（学校法人（私

立学校法（昭和 24 年法律第

270 号）第３条に規定する

学校法人及び同法第 64 条第

４項に規定する法人をい

う。）に限る。）

専修学校運営費等補助金の交

付を受けようとする年度の事

業活動収支計算書（学校法人

会計基準（昭和 46 年文部省令

第 18 号）第４条第２号に規定

する事業活動収支計算書をい

う。）の事業活動支出のうち

次に掲げる経費の合計額か

ら、他の経常的経費に係る当

該補助金以外の補助金の額に

相当する額を減じて得た額

(1)人件費

(2)教育研究経費

(3)管理経費

定額

２ 職業実践

教育の推

進

「職業実践専門課程」とし

て文部科学省から認定を受

け、県内就職率の向上や教

育の質向上・改善に取り組

んでいる学科を設置する専

修学校の設置者

設置者が実施する次に掲げる

経費（ただし、(1)については

必須要件とし、他の運営費補

助を受けている学科に係る経

費を除き、職業実践専門課程

の認定を受けた学科に係る経

費に限る。）

(1)県内就職率向上の取組や県

内企業等との連携に係る経費

①県内企業等と連携した教育

課程の編成に係る経費（委員

への報償費、旅費、会場使用

料等）

②県内企業等と連携して行う

実習、実技、実験又は演習に

係る経費（講師への報償費、

旅費、需用費、委託料等）

(2)教育の質向上・改善に係る

経費

①企業等と連携した最新の実

務や指導力向上のための教員

研修経費（旅費、委託料、負

担金等）

②企業の役員等を参画させて

実施する学校関係者評価に係

る経費（関係者への報償費、

旅費、会場使用料等）

２分の１以内

（１校当たり

45 万円を上限

とする。）

ただし、補助

対象学科の前

年度の県内就

職率（基準

日：４月末

日）の平均が

80 パーセント

以上の学校に

ついては、算

定した補助額

に 10 パーセン

ト加算するこ

とができる。



備考 １ 補助対象経費は、補助事業実施年度の４月１日から３月 31 日までの間に要した経費と

する。

３ 授業料の

減免

専修学校及び各種学校の設

置者（ただし、専門課程を

設置する専修学校において

は、大学等における修学の

支援に関する法律（令和元

年法律第８号）に基づき一

定の要件を満たすことの確

認を受けた場合に限る。）

経済的理由により、学校が授

業料を減免し、かつ、別表第

３に定める交付基準に該当す

るもの

別表第３に定

める補助率と

する。



別表第２（第３条関係）

交付基準 算定方法 補助額

学校規模の標

準となる生徒数

割と、学校の支

出経費の大半を

占める人件費に

係る教員数割に

重点を置き、ま

た、総合的見地

から学校割を加

える。

①生徒数割 補助総額（21,160 円に補助対象となる高等

課程の生徒数（補助事業実施年度の５月１日

現在の在学生徒数）を乗じた額。以下同

じ。）の 100 分の 50 の額とし、生徒数の総数

で除した額に各学校の生徒数を乗じて得た

額。ただし、生徒数は、総収容定員内とす

る。総収容定員の算定に当たっては、募集停

止があった場合は収容定員に含めないものと

し、収容定員に変更があった場合は、学年の

進行に従うものとする。

左記算定

方法によ

り算定し

た①から

③までの

合算額

②教員数割 補助総額の 100 分の 43 の額とし、当該教員

数（専任教員及び時間講師の数とし、専任教

員については、補助事業実施年度の５月１日

現在の数を、時間講師については、週 18 時間

をもって１人と換算した数の 70 パーセント相

当数を対象とする。以下同じ。）の総数で除

して得た額に当該学校の教員数を乗じて得た

額

③学校割 補助総額から生徒数割及び教員数割を除い

た額とし、学校数で除して得た額



別表第３（第３条関係） 授業料減免の交付基準

授業料減免における補助対象及び補助額は、次のとおりとする。

（専修学校専門課程）

補助対象区分 補助対象基準
補助対象

経費
補助率

申請に当たっての

個別添付書類

１ 生活保護

世帯

保護者等（学資負担者）

（以下「保護者等」とい

う。）(注１)が生活保護

法（昭和 25 年法律第 144

号）第６条第１項に規定

する被保護者であり、か

つ本人が学校単位の相対

評価で上位３分の１以内

の成績の者であるとき。

ただし、本人が大学等に

おける修学の支援に関す

る法律（令和元年法律第

８号）（以下「法律」と

いう。）による授業料等

減免の対象者として認定

を受けた者であるときを

除く。

授業料

(注３)

の全額

２分の１以

内 。 た だ

し、学校が

減免をした

額の２分の

１以内を上

限とする。

（１）生活保護世帯

であることを証明す

る生活保護受給証明

書

（２）本人が学校単

位の相対評価で上位

３分の１以内の成績

の者であることを証

明する書類

２ 道府県民

税及び市町村

民税所得割非

課税世帯

保護者等が地方税法（昭

和 25 年法律第 226 号）の

規定による道府県民税及

び市町村民税の所得割の

いずれも課せられない者

であり、かつ、本人が学

校単位の相対評価で上位

３分の１以内の成績の者

であるとき。ただし、本

人が法律による授業料等

減免の対象者として認定

を受けた者であるときを

除く。

道府県民税及び市町

村民税の課税状況を

明らかにすることが

できる次のいずれか

の書類

(１) 特別徴収税額

通知書等

(２) 課税（所得）

証明書（保護者等

が複数の場合は、

それぞれの証明）

（３）本人が学校単

位の相対評価で上

位３分の１以内の

成績の者であるこ

とを証明する書類

３ その他の

世帯

次のいずれにも該当する

者であるとき。

(１) 保護者等の１年間

の総所得金額(注２)

が、別紙３の収入基準

額表以下の者

授 業 料

(注３)の

半額（た

だし、法

律による

授業料減

２分の１以

内 。 た だ

し、学校が

減免をした

額の２分の

１以内を上

(１) 保護者等の所

得を明らかにする

ことができる次の

いずれかの書類

ア 所得証明書

イ 課税証明書



(２) 本人が法律による

授業料等減免の対象者

として認定を受けた者

又は、本人が独立行政

法人日本学生支援機構

（以下「日本学生支援

機構」という。）等の

奨学金を受給する者で

学校単位の相対評価が

上位３分の１以内の成

績の者

免を受け

た場合は

授 業 料

(注３)の

半額から

法律によ

る授業料

減免額を

差し引い

た額）

限とする。 ウ 特別徴収税額

通知書等

(２) 法律による授

業料等減免の認定

を明らかにするこ

とができる書類

(３) 奨学金の受給

を明らかにするこ

とができる書類

(４) 本人が学校単

位の相対評価で上

位３分の１以内の

成績の者であるこ

とを証明する書類

４ 家計急変

世帯

保護者等が死亡、長期入

院、解雇による失業等又

は学生若しくは学資負担

者が火災・風水害等によ

る家屋等の半壊（半焼）

以上の被災を受けた場合

等の特別な事情により納

付が著しく困難であると

認められる者（当該年度

に 発 生 し た 事 情 に 限

る。）であるとき。ただ

し、本人が法律による授

業料等減免の対象者とし

て認定を受けた者である

ときを除く。

補助対象

区分１又

は２に該

当する世

帯につい

ては、授

業料 (注

３ )の全

額

２分の１以

内 。 た だ

し、学校が

減免をした

額の２分の

１以内を上

限とする。

家計急変を証明する

書類その他次に掲げ

る書類で知事が必要

と認めるもの

(１) 給与証明書

(２) 特別徴収税額

通知書

(３) 課税（所得）

証明

(４) 事業廃止届

(５) 破産宣告書

(６) 解雇通知書

(７) 離職票（資格

喪失 確認 通知

書）

(８) 雇用保険受給

資格者証等

(９) (１)から(８)

までのほか必要

と認められる書

類

補助対象

区分３に

該当する

世帯につ

いては、

授 業 料

(注３)の

半額

２分の１以

内 。 た だ

し、学校が

減免をした

額の２分の

１以内を上

限とする。

(注１)保護者等（学資負担者）：保護者が複数の場合、それぞれの所得を証明する書類を提出

してください。

(注２)給与所得者：総所得金額＝総収入金額－必要経費(別紙１)－特別控除(別紙２)

給与所得者以外の者：総所得金額＝課税所得証明書等の合計所得額－特別控除(別紙２)

(注３)年額 59 万円を上限とする。



（専修学校高等課程及び各種学校）

補助対象区分 補助対象基準 補助対象経費 補助率
申請にあたっての個

別添付書類

平成 26 年３

月 31 日以前

から引き続き

専修学校高等

課程へ在学す

る生徒で高等

学校等就学支

援金加算世帯

公立高等学校に係る授業

料の不徴収及び高等学校

等就学支援金の支給に関

する法律施行令の一部を

改正する政令（平成 26 年

政令第 124 号）による改

正前の公立高等学校に係

る授業料の不徴収及び高

等学校等就学支援金の支

給に関する法律施行令

（平成 22 年政令第 112

号）第４条第３項に規定

する加算額が支給される

者

高等学校等就学

支援金加算額が

支給される期間

に対応する授業

料の全額（支給

される就学支援

金を差し引いた

額）

10 分の 10

以内。ただ

し、学校が

減免をした

額を上限と

する。

―

平成 26 年４

月１日以降に

専修学校高等

課程又は各種

学校へ入学し

た生徒で高等

学校等就学支

援金（再就学

支援 金 を含

む。）受給世

帯

高等学校等就学支援金の

支給に関する法律施行令

（平成 22 年政令第 112

号。以下この表において

「政令」という。）第４

条第２項に規定する加算

額が支給される者のう

ち、政令第１条第２項に

定める保護者等の算定基

準額（以下この表におい

て「算定基準額」とい

う。）が 51,300 円未満の

者

高等学校等就学

支援金（再就学

支 援 金 を 含

む。）が支給さ

れる期間に対応

する授業料（県

が別途認めた施

設整備費等を含

む。）(注１)の

額（支給される

就学支援金（再

就学支援金を含

む。）を差し引

いた額）

10 分の 10

以内。ただ

し、学校が

減免をした

額を上限と

する。

―

政令第４条第２項に規定

する加算額が支給されな

い者のうち、算定基準額

が 203,100 円未満の者

高等学校等就学

支援金（再就学

支 援 金 を 含

む。）が支給さ

れる期間に対応

する授業料（県

が別途認めた施

設整備費等を含

む。）(注２)の

額（支給される

就学支援金（再

就学支援金を含

む。）を差し引

いた額）

10 分の 10

以内。ただ

し、学校が

減免をした

額を上限と

する。

―



専修学校高等

課程又は各種

学校（就学支

援金の対象校

に限る。）へ

在学する生徒

で家計急変世

帯

保護者等が死亡、長期入

院、解雇による失業等又

は学生若しくは学資負担

者が火災・風水害等によ

る家屋等の半壊（半焼）

以上の被災を受けた場合

等の特別な事情により納

付が著しく困難であると

認められる者（当該年度

に 発 生 し た 事 情 に 限

る。）

授業料（県が別

途認めた施設整

備 費 等 を 含

む。）(注１)の

全額（支給され

る就学支援金

（再就学支援金

を含む。）を差

し引いた額）

10 分の 10

以内。ただ

し、学校が

減免をした

額を上限と

する。

家計急変を証明する書

類その他次に掲げる書

類で知事が必要と認め

るもの

(１) 給与証明書

(２) 特別徴収税額通

知書

(３) 課税（所得）証

明

(４) 事業廃止届

(５) 破産宣告書

(６) 解雇通知書

(７) 離職票（資格喪

失確認通知書）

(８) 雇用保険受給資

格者証等

(９) (１)から(８)ま

でのほか必要と認め

られる書類

（注１） 年額 432,000 円を上限とする。

（注２） 年額 216,000 円を上限とする。



別紙１ 必要経費額

その他の世帯（給与所得者）について、次の表の必要経費額を控除する。

（注）１ 給与所得者が２人以上いる場合は、この計算は各人別に行う。

２ 同一人で２以上の収入源があって、いずれも給与所得の場合は、

収入金額を合算した後、総所得金額を算定する。

別紙２ 特別控除額

母子・父子世帯、就学者のいる世帯、その他特別の事情のある世帯について、次の表の特別控除

額を控除する。

収 入 金 額 控 除 額

104万円以下 収入金額と同額

104万円を超え 200万円まで 収入金額×0.2＋83万円
200万円を超え 653万円まで 収入金額×0.3＋62万円
653万円を超えるもの 258万円

Ａ

世

帯

を

対

象

と

す

る

控

除

特別の事情 特 別 控 除 額

①母子・父子世帯で

あること
49万円

②就学者のいる世帯

であること

小学校児童１人につき 8万円
中学校及び中等教育学校の

前期課程生徒１人につき 16万円
国・公立高等学校及び

中等教育学校の後期課程 自宅通学 28万円
生徒１人につき 自宅外通学 47万円
私立高等学校及び

中等教育学校の後期課程 自宅通学 41万円
生徒１人につき 自宅外通学 60万円
独立行政法人・公立 自宅通学 36万円
高等専門学校学生１人につき 自宅外通学 55万円
私立高等専門学校 自宅通学 60万円
学生１人につき 自宅外通学 80万円
国立大学法人・公立大学 自宅通学 59万円
学生１人につき 自宅外通学 102万円
私立大学 自宅通学 101万円
学生１人につき 自宅外通学 144万円
国・公立専修学校高等課程 自宅通学 17万円
生徒１人につき 自宅外通学 27万円
私立専修学校高等課程 自宅通学 37万円
生徒１人につき 自宅外通学 46万円
国・公立専修学校専門課程 自宅通学 22万円
生徒１人につき 自宅外通学 62万円
私立専修学校専門課程 自宅通学 72万円
生徒１人につき 自宅外通学 112万円



備考 １ Ａ欄「②就学者のいる世帯であること」による控除は、就学者の中に出願者本人分を

含めない。

２ Ａ欄の控除については、該当する特別の事情が２以上ある場合は、それらの特別控除額

を合わせて控除することができる。

Ａ

世

帯

を

対

象

と

す

る

控

除

特別の事情 特 別 控 除 額

③障害者のいる世帯

であること
障害者１人につき 86万円

④長期療養者のいる

世帯であること

療養のため経済的に特別な支出をしている金額。ただし、領収書

等で金額が確定できる場合に限る。

⑤主たる家計支持者

が別居している世

帯であること

別居のため特別に支出している金額。ただし、71万円を限度と
する。

⑥火災、風水害又は

盗難の被害を受け

た世帯であること

日常生活を営むために必要な資材又は生活費を得るための基本

的な生産手段（田・畑・店舗等）に被害があって、将来長期（概

ね２年）にわたって支出増又は収入減になると認められる年間金

額。ただし、被害額が客観的に特定することができる場合に限る。

⑦父母以外の者で収

入を得ている者の

いる世帯であるこ

と

父母以外の者の所得者１人につき 38万円。
なお、その所得が 38万円未満の場合はその所得額。
ただし、本人及び配偶者の所得については、控除することができ

ない。

B

本

人

を

対

象

と

す

る

控

除

（専修学校専門課程）

自宅通学 20万円
自宅外通学 60万円



別紙３ 半額免除に係る収入基準額表

備考 世帯人員が７人を超える場合は、１人増すごとに 17万円をそれぞ
れ世帯人員７人の収入基準額に加算する。

区 分

世

帯

人

員

１人

２人

３人

４人

５人

６人

７人

167万円
266万円
306万円
334万円
360万円
378万円
395万円


